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ては新井が， Iについては， 1の（ 1 ）を新井，（2）を岡田， 2を新井が，















( 1 ）ワシントン D.C.1u1













(13) ワシントン DC の現地調査（以下の梅田氏やウェルド教授へのインタヒ、ユーを含む）
は， 2014年9,Fj 14日～ 19Hにかけて実施した。
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であるアメリカ比較法学会（旧 AmericanAssociation of Comparative Law，現
American Society of Comparative Law）が日本に寄せる関心は低く，同学会の
学会誌（AmericanJournal of Comparative Law）に掲載される日本法に関する
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た」と指摘する。具体的には，彼地の公法雑誌の代表格である PublicLaw (PL) 







い申し上げる次第である。 lam researching the situation of studies on Japanese Constitutional 
Law in the UK universities. I welcome your comments and information. 
mailto: kinos webmaster@mac.com 
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に滞在した由である。 Idat 193 footnote *. 




いないとする。 Ghaleigh,supra note 89, at 193 footnote 3. 
(91) 筆者（木下）は 1991年に大学院修士課程に入学して以降，議会制度を中心にイギリ
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(93) Ghaleigh, supra note 89, at 193-95. 
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Act 1998, c 42）の制定が挙げられる。このような比較憲法のあり方は，次の
事実によっても例証される。国際憲法学会イギリス支部となるイギリス憲法
学会（UKConstitutional Law Association）の前身団体が設立されたのは 2003
年である附。 2003年という時期は 1981年に国際憲法学会（International
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世界の『諸憲法と国際平和Jの新たな展望一国際憲法学会第4回世界大会と『憲法と
平和』部会の意義 l～ 7完」法律時報68巻l号23頁以下， 68巻2号32頁以下・.68 
巻3号64頁以十， 68巻4号40頁以下， 68巻7号51頁以下， 68巻8号70頁以下， 68
巻9号56頁以下 (1996年）等参照。
広島法科大学院論集第 12号（2016年） -311 
を対象とする外国憲法との比較研究（怖や， MartinLoughlin, Foundations of 
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（雄松堂出版， 2010年）] ; KaりaS Ziegler, Denis Baranger & Anthony W Bradley (eds), 
Constitutionalism and the Role of Parliaments (2007 Hart Publishing). 
(99) 長谷部恭男「書評」国家学会雑誌 124巻 11二 12号（2011年） 119頁以下， 121頁。
ただし長谷部は，~該脅の「国家の理論的基礎に関する分析の弱さ」 (121 頁）を指摘
している。なお，同じ著書による関連書Ideaof Public Law (Oxford University Press 2C03) 
の邦訳として，マーテイン・ラフリン（猪俣弘貴訳）「公法の観念』（動車書房， 2015i') 
がある。
(10) 例えば，ウォーリック大学法学大学院（Schoolof Law, Faculty of Social Sciences, 
University of Warwick）において“Anlntroduction to the Law and Culture of Japan，，が開講
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本研究所11")(National Institute of Japanese Studies, White Rose East Asia Centre) 
などを挙げ得る。また， 1974年には英国日本研究協会（BritishAssociation for 
Japanese Studies [BAJSJ）が設立されている。
文化の相互認識の学としての日本研究明）の延長線上に，日本憲法研究が遂
行されることがある。 I1 (2）⑥で言及されている GlennD Hook & Gavan 














(1[5) 筆者は 2001年9月，シェフィールド大学において開催された AngloJapanese 
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法のいま 日本・イギリス』（敬文堂， 2015年）， K・ D・ユーイング（元山健＝柳井健
一訳）「連立政権下のウエストミンスター・システム」法と政治63巻4号（2013年）
171頁以下等参照。
(108) なお，フィリツパ・ウエプ（PhilippaWebb）の専門は国際公法， ShinpeiIshida （石田
信平）の専門は労働法である。他の執筆諸氏の専門は憲法である。
314 欧米諸国における日本憲法研究の状況（新井・岡田・横大道・小谷－木下・徳永）
Parliamentary Scrutiny", 266-84 
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⑨Philippa Webb, "A British Perspective on the War and Military Forces Clause of 
the Japanese Constitution", 299-311 











































(1C9) A.EsmeinヲElementsde droit constitutionnel fl 
実lj版で、ある， EditionsPantheon-Assas, Paris, 2001版を用いて確認した）。
(lO) 深瀬忠一「A エスマンの憲法学 フランス現代憲法学の形成（ 1) J北大法学論
集 15巻2号（1964年） 322 323 ft。




























(13) Marie-Claire Ponthoreau, Les etudes constitutionnelles comparatives en France apes Louis 
Favoreu, ReνueFr，αnr,:aise de droit comtitutionnel, n" 100, 2014, p.1037. 





















014) Ibid., p. 1040. 
(15) フランスにおける新たな「政治法 (JusPoliticum）」プロジェクトについて， 11元｝「現
代フランス憲法学にとっての「政治法jの意義」山元一・只野雅人編訳『フランス憲
政学の動向』（慶底義塾大学出版会， 2013年） 1頁以下参照。
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も登場することも注目したい。たとえば， MichelTroper, Constitutional and Legal 
Framework戸rRights Protection in France, in AN INQUIRY INTO THE EXISTENCE OF GLOBAL 
VALUES THROUGH THE LENS COMPARATIVE CONSTITUTIONAL LAW 177 (Dennis Davis, Alan 
Richter, Cheryl Saunders ed. 2015）.なお本書での日本担当は長谷部恭男である（同303頁
参照）。
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parlementaire en droit fram;aisj と， 2011年に刊行されたセシル・ゲランーパル
グ（CecileGuerin-Bargues）の著書（第 137巻）『Immunitesparlementaires et 



















(lS) Olivier Beaud, Preface, Cecile Guerin-Bargues,Jmmunites parlementaires et regime 
representatif. L'apport du droit constitutionnel compare (France, Royaume-Uni, Etats-Unis), 
Paris司 LD.G.J, 2011, p.XI-X. 
(l9) なお，先に荻場したポントローには，比較憲法万法論を詳細に扱った著書がある



























(121) Simon Serverin, La legitimite de la Constitution dans la doctrine constitutionnelle japonaise, 
Droit et Cultures, N'58, 2009, p.177, La Constitutionjaponaise est唱lefond伐 surune legitimite 
charismatique?, Revue du Droit Public, N'5, 2014, p.1311. 



























et Yoichi Higuchi, Le constitutionnalisme et ses problemes au Japan ・ une approche 












思われる資料 （Lesprincip目 dl’actualite de la Constitutionjaponaise, 1989）が配架されて
いる。
(127) 先述の L.D.G.J「憲法及び政治子’叢書」シリーズにおいて日本の憲法を中心に扱った
ものとしては，植野による， UenoMamiko, Ji品te,Constitution et droits jondamentaux au 







刊行している。最近のフランス語による出版物として， PierreBrunet, Ken Hasegawa, 
H句iimeYamamoto (sous de la direction de), Rencontre frαncoブaponaiseautour d凸 tran宅ferts
de concept：ちjuridiqu白， Paris,Mare & Martin, 2014がある。また日本側で、出版されたもの
として，日仏公法セミナー編『公共空間における裁判権一フランスのまなざし』（有信
堂， 2007年）を挙げておく。
(131) その他，サルプラン・前掲淀（ 9) 125 126頁によれば， ミシェル・トロベール
が日本憲法の知識を深めたきっかけの一つに，現在，九州大学教授の南野森の留学時
の論文指導が挙げられている。
(132) Pierre Eckly, La Constitution japonaise dans les courants contemporains du 
constitutionalisme, Texte commente de la Constitution du Japon, Cahiers du Centre Europeen 
























































(135) Eric Seizelet, Monarchie et Democratie da附 leJapan d'apres-guerre, Paris, Maisonneuve et 
Larose, 1990, p.23 
(136) Ibid., p.17. 
























(137) Les forces d’autodefense japonaises, embryon d’une nouvelle armee imperiale?, Defense 
Nationale, 1987, pp.121-137. 



















がある。この問題に関するセズレ教授による分析として， Le”con tr凸lecivil”et le pouvoir 
executifau Japon, Revue du Droit Public, N"5, 2013, pp.1260-1290.を参照。
(141) 信教の自由と政教分離原則に関する日仏共通の課題として，カルト宗教の問題があ
るが，セズレ教授にはこのテーマでの日本分析もある。 Leseparation de l’Etat et de la 
religion a l’epreuve des derives sectaires: le cas du Japon, Cont1 ibution a l'obserνatozre 





とめられた， TakashiTokunaga et Makoto Arai, Le pacifisme japonais aprとsguerre et 
l’interpretation de l’article 9 de la Constitution japonaise de 1946，和光経済48巻 I号（2015
年） 1 8頁を挙げておく。
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まとめにかえて
以上のとおり本稿では，現地訪問調査や日本における研究を経て，欧米諸
国における日本憲法研究の状況の概観を示してきた。本稿における諸情報は
なお断片的な部分も多いことからも，必要十分な情報を提示できたとは言え
ない。しかしながら，従来日本において同様の調査研究はあまり実施されて
おらず1431，それを今回，可能な範囲で実施したこと，そして，こうした調査
を経て，欧米諸国における日本憲法研究の状況の一端を垣間見ることができ
たことには，それぞれ一定の意義があると考える。結果的には，①欧米諸国
における日本憲法研究は，一部において連綿と行われつつも，それが十分に
なされてきているとはいえないこと，②そして，その理由の一つして，語学
の問題が調査対象としたすべての固で指摘されていること，③また近年，グ
ローパル化の潮流のなかで世界において比較憲法も活況を供している部分が
ありつつも，自国の憲法理解を深めるための対象として用いられるのは，欧
米内諸国間であり，日本については一近年の世界経済における地位の下落も
手伝って一各国における憲法理解にとっての有意義な参照固とは必ずしも言
えなかったことが，部分的に確認できたといえる。
こうした状況を見た場合（特に欧米を対象とする）比較憲法という作業が，
日本では普遍を導く作業であると捉えられると同時に，作業自体も普遍的な
ことであるかのように捉えられている節があるものの，そうしたことに起因
する外国研究への傾倒が世界的には普遍的ではないという状況をどのように
考えるべきか。この点の検討はさらなる課題である。
これまでの共同研究において不足が見られる部分については，今後，一層
の研究を深めていくことが望まれるし また臨みたいと考えている（特に本
(143) 法学に限らない，日本研究・資料の現状と海外の図書館における日本語資料の状況
をめぐる書物として，江上敏哲『本棚の中のニッポンー海外の日本図書館と日本研究』
（笠間書房， 2012年）といったものがある。
328 欧米諸国における日本憲法研究の状況（新井・岡田・横大道・小谷・木下・徳永）
来，本稿で参照すべき関連文献の提示について，なお不十分な点があること
をおわびしておく）。またあわせて，発展的な課題として，①ドイツなどの欧
米主要国の状況の調査，②例えばカナダなど，外国j去参照に積極的な姿勢を
示している国の状況(14
を積極的に導入．参照してきたアジア各国の状況（附の調査，④対象国のニー
ズや知的関心を踏まえたうえでの現地言語による積極的情報発信などが求め
られると考えている（ぺこれらについては，今後の検討課題である。
［付記］
本文に記したように本稿は， 2013年度～2015年度にかけて取得した，科
研費・基盤研究（C）「欧米諸国における日本憲法研究の状況をめぐる憲法学
的検証」（研究課題番号： 25380038）に基づく研究成果である（なお，本研究
の一部において，平成27年度慶磨義塾学事振興資金に基づく調査研究も反映
されている）。また，本稿で引用したウェブサイトの最終閲覧日は，いずれも
2016年1月20日である。
(14) カナダでの外国法参照をめぐっては， 2015年12月12日に実施した本研究費に基づ
く研究会における，佐々木雅寿教授（北海道大学）による報告「比較憲法の観点から
みたカナダ憲法の特徴 人権の裁判的保障を中心にjの中で言及された。
(145) これに関する近年の共同研究の成果物として，高橋和之編『日中における西欧立憲
主義の継受と変容』（岩波書店， 2014年）がある。
(I必） 関連して，世界の法領域をシヴイル・ロー（大陸法）とコモン・ロー（英国法），さ
らにそれらの MixedJurisdiction （混合法域）があるという伝統的な「混合法」学説を
紹介しつつ，前者「二法に限らないさまざまなj去の混合を混合法と呼ぶ，より広義の
定義が提案される」（松本英実「グローパル化と比較法j法律時報87巻7号（2015年）
88頁）とし日本j去を混合法，慣習法，いわゆる英米独仏以外の国の法との関係性に
着目し，論じる松本英実の研究（同86-91頁）も興味深い（あわせて同「ミクスト・
リーガル・システムと日本法」比較法研究74号（2012年） 206頁，同「比較憲法の新
たな視点」法律時報1059号（2013年） 49頁も参照）。
